施　設　支　援　課
平成21年度　施設整備費補助の概要について

特別養護老人ホーム等の補助単価を見直します！〔20～22年度〕
特別養護老人ホーム等と介護老人保健施設の単価等を整理・統合し、特別養護老人ホーム等については約10年ぶりの増額改定を行いました。
（19年度）　　　　（20年度～）
○ 特別養護老人ホーム等の創設
389.8万円
○ 介護老人保健施設の創設

400万円
　※ 単価は定員1人当たり
※ 特養の解体撤去を伴う改築単価は上記の創設単価×1.2、ユニット化改修は×0.5又は0.25となる。

特別養護老人ホーム等に「促進係数」を導入します！〔20～22年度〕
整備率が低い地域の創設・増築に対し、最高1.5倍の促進係数を乗じた補助を行います。
※ 整備率は、区市町村ごとに平成20年度末（21年3月31日）竣工施設の定員数を平成21年1月の住民基本台帳による65歳以上高齢者人口で除して算出する。

	
	整備率
	補助基準額
	促進係数

	特養
	1.00％未満
	単価（430万円）

×定員数
	×1.5倍（150％）

	
	1.00％以上1.25％未満
	
	×1.25倍（125％）

	
	1.25％以上
	
	×1倍（100％）

	老健
	0.65％未満
	
	×1.5倍（150％）

	
	0.65％以上1.00％未満
	
	×1.25倍（125％）

	
	1.00％以上
	
	×1倍（100％）


【整備率の低い地域（促進係数1.5倍）に定員100人の施設を創設した場合】
	
	19年度　A
	20年度～　B
	差額　B－A

	特養
	389.8万円×100人×高層化加算1.1
　　＝　4億2,878万円
	430万円×100人×1.5
＝　6億4,500万円
	2億1,622万円増

（50％増）

	老健
	400万円×100人＋1施設当たり2,625万円＋設備補助600万円＝　4億3,225万円
	
	2億1,275万円増

（49％増）


※ 促進係数1.25倍の場合、特養で1億872万円増（25％増）、老健で1億525万円増（24％増）となる。

※ 特養の高層化加算、老健の1施設あたり補助及び設備整備費補助は単価に取り込むこととして廃止する。

グループホームの補助制度を大幅に見直します！〔20～22年度〕
○ 国の市町村交付金に関わりなく、定額で補助します。

○ 増築についても補助対象にします。

○ 重点的緊急整備地域に「促進係数」を導入します。

整備主体、整備区分ごとに地域の整備率等による補助率を乗じていた算定方式を見直すとともに、増築整備も補助対象に加え、重点的緊急整備地域の指定を受けた区市町村の整備には、1.5倍の促進係数を乗じます。

※ 重点的緊急整備地域・・・整備率0.23％未満（直近の開設施設の定員数を直近の住民基本台帳による65歳以上高齢者人口で除して算出）の区市町村が、指定を希望（申請）した場合に指定
（19年度　1ユニット当たり）

	整備主体
	整備

区分
	補助基準
	補助率
	補助額

※ 交付金等含む

	区市町村、

社会福祉法人
	創設
	2,260万円～

3,060万円
	定額
	2,260万円～3,060万円

	
	改修
	3,000万円
	1/2
	1,500万円

	医療法人、

NPO等
	創設
	4,000万円
	1/2
	2,000万円

	
	改修
	3,000万円
	1/2
	1,500万円

	民間企業、

オーナー型
	創設
	4,000万円
	1/4（重点地域は1/2）
	1,000万円又は2,000万円

	
	改修
	3,000万円
	
	750万円又は1,500万円


※ 国の市町村交付金対象事業の場合、上記補助額から1,500万円（1施設当たり）及び地方財政措置相当分75万円を控除した額が都補助となる。

（20年度～　1ユニット当たり）
	整備主体
	整備区分
	補助額

	整備主体にかかわらず共通
	創設・増築
	重点地域　3,000万円

	
	
	一般地域　2,000万円

	
	改修
	重点地域　2,250万円

	
	
	一般地域　1,500万円


※ 国の市町村交付金対象事業の場合、上記補助額に加えて2,625万円（1施設当たり）が国から交付される。
【問い合わせ先】福祉保健局高齢社会対策部施設支援課施設整備係

○ 特別養護老人ホーム、介護専用型有料老人ホーム

℡ 5320-4265

○ 介護老人保健施設




℡ 5320-426６

○ 認知症高齢者グループホーム



℡ 5320-4252



430万円
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